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１．緒言 

 現在、日本は超高齢社会と呼ばれるように、平均寿命の延伸により 90 歳、100 歳まで

健康を維持する必要性に迫られている。これまで注目されていた動脈硬化性疾患や悪性腫

瘍に対して、変形性関節症や骨粗鬆症のような運動器疾患が健康寿命を制約し、要支援・

要介護の原因疾患として多くを占めることが明らかになった（表 1）１)。その結果、運動

器の健康を維持するための方策が求められるようになった。日本整形外科学会は 2007 年

に、運動器への関心を高め運動器疾患の進行予防を図るために、運動器の障害により移動

機能の低下した状態を「ロコモティブシンドローム」という名称で包括した２)。 

 
表１ 要支援・要介護の原因疾患（平成 28 年度国民生活基礎調査；厚生労働省） 

 

運動器には骨、筋・腱、軟骨、神経など多様な組織から構成される器官が含まれ、その

発育様式や加齢変化も個々で異なっている。多くの運動器は発育期に量的に増加し、身体

発育完了後には到達した最大量を維持し、やがて減少していくことも示されている。特に

骨については、骨粗鬆症の予防のために発育完了時までに蓄積される骨の量（最大到達骨

量；peak bone mass）を高めることが提案されている。身体活動やスポーツへの参加は発

育期に骨量を増加させる手段として認知されており、海外では発育期の小児を対象とした

介入研究も行われている３,４,５)。筋は発育完了後も、さらには高齢期になってもトレーニン

グによって増加させることが可能であることが知られている６,７,８)が、加齢によって徐々に
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量的な減少が生じることも明らかである９)。全身的に筋量が減少し日常生活動作に支障が

生じうるサルコペニアという状態もロコモティブシンドロームの１つの要素とされ２)、そ

の評価方法も検討されている10,11)。このようにある程度の知見が蓄積されてきた骨、筋に

対して、腱や軟骨に関する発育様式や加齢変化の研究は少なく12)、加齢変化を抑制したり

予防したりする方法については未知に近いのが現状である。 

運動器の量の計測方法にはCT、MRIという断層画像に基づく方法、X線吸収率から組織

重量を算出するDXA法、電気抵抗値から組織重量を算出するインピーダンス法がある。そ

れぞれに長所・短所、限界があるが13)、少なくとも発育途上の対象を計測する学校現場で

使用可能なのは、搬送可能性、測定時間の点からはインピーダンス法装置に限られてしま

う。 

 学校での身体計測によって計測されている身長、体重は時間を要さず簡便に計測可能な

発育の指標として近年は発展途上国においても日本人研究者が計測を行い、分析して助言

を行っている14,15)。身長は身体各部の骨の長さの合計値（下肢＋骨盤＋脊椎＋頭蓋）と考

えることができ、体重は骨、筋・腱、脂肪、神経（脳、脊髄）、その他の内臓の合計値と考

えることができる。 

 一方、体重に占めるさまざまな身体成分の割合、特に体脂肪率を知ることは健康評価の

上で重要であり、正確に計測された体脂肪率値をもとに肥満ややせの評価をする必要があ

る。しかし、児童・生徒の世代の小児で短時間に簡便に体脂肪率を計測できる装置は少な

く、最近家庭用も含めて幅広く普及しているインピーダンス法装置も種類の多さ、正確性

などの問題で全国一律の計測項目とするには難しい。そのため、性別年齢別身長別の標準

体重をもとに肥満、やせの評価が行われているが、小中学生であっても特定のスポーツ競

技に専門的に参加している対象では正しい評価ができない危険性がある。 

 このような背景より、運動器の発育変化を、運動器ごとに正確に数値化することは重要

であるが、その実現は容易ではない。DXA 装置は運動器のうちで、骨、筋（四肢除脂肪量）

や、脂肪量について正確な情報をもたらすことができ、発育状態をより詳細に評価するこ
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とが可能となる。 

 

 本研究は、DXA 法装置を用いて、健康日本人小児の発育様式を明らかにすることを目的

に行なった。小目的として、全般的な発育と骨量・骨密度、脂肪量の発育様式を明らかに

すること、部位ごとの割合やプロポーションについての発育の相違を明らかにすること、

を設定した。前者は健康日本人小児の標準値を得るための基礎データの作成が最終目的と

なる。後者は成人と異なる発育途上の身体の特性がスポーツ動作において生じさせる問題

を明らかにし、発育期スポーツ障害の予防に資することが最終目的となる。 

 

参考文献 
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（https://www.joa.or.jp/public/locomo/, 2017 年 10 月 13 日参照. 

3) Fritz J, Rosengren BE、Dencker M, et al.: A seven-year physical activity intervention 
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２．現代の日本人小児の発育様式に関する研究が必要な理由 

 

 わが国では学校で行われた身体計測の結果が明治 33 年度より蓄積されている１）。第二

次世界大戦の時期にあたる昭和 15 年から 22 年（1940 年から 1947 年）の計測値は欠損し

ているが、この時期を除けば 100 年を超える期間の計測値が記録されている。これらは文

部科学省のホームページより誰でも参照することが可能になっている。 

 日本人の体格は第二次世界大戦後の復興と共に著しい向上を遂げたとされている。文部

科学省の学校保健統計における 12 歳と 17 歳の身長の全国平均値を 1900 年から 2015 年

までブロットすると、図１のように 1940 年頃までの増加が途切れ、戦後低い数値から再

び増加していくことが示される。その変化は 12 歳でより顕著であり、1940 年以前に減少

傾向が見られる。同様に体重の全国平均値をプロットすると、図 2 のように第二次大戦時

の減少は 12 歳だけでなく、17 歳男子でも明確に見られた。一方、2000 年以降は身長、体

重とも増加が停止し、体重は減少傾向にあるように見える。 

 

 

図１ 12 歳、17 歳時の身長の時代変化 
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図２ 12 歳、17 歳時の体重の時代変化 

 

 身長、体重の全国平均値から BMI を求め同様にプロットすると、図３のように 17 歳女

子では第二次大戦の少し前から低下するが、12 歳女子や男子では第二次大戦前の低下が顕

著でない。このように、身長や体重、およびこれらから算出される BMI の時代変化は性

別、年齢により異なっている。また、2000 年以降 12 歳の BMI は減少しており、17 歳も

少し遅れて減少傾向にある。 

 

 次に、年間身長増加量の目安として、各年齢の身長の全国平均値を 1 歳上の全国平均値

から引き算することで身長差を算出し、その時代変化を観察する。図 4 に男子の数値を示

すが、全ての年度に対してプロットすると重なりによって変化がわかりにくくなるため、

11 年ごとの値をプロットした。1972 年以降は最も身長差の大きい年代が 12-13 歳か 11-12

歳であるのに対して、1950 年以前は 13-14 歳以降になっている。最も身長差が大きい年

代が 1950 年以前より低い年齢になっており、発育のピークが若年齢化していることにな

る。 
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図３ 12 歳、17 歳時の BMI の時代変化 

 

 

図４ 男子の各年齢での身長差の時代変化（11 年毎） 

 一方、日本人の体型（プロポーション）も変化してきたと考えられている。平成 25 年

まで身体計測において坐高の測定が行われていたので、身長に占める脚長（身長－坐高）

の割合を算出することができる。第二次大戦後の 1950 年から最近までの男子の脚長の割

合を図５に示す。6 歳児では増加が続いており、12 歳児でも増加しその後一定値を維持し

ているが、15 歳、17 歳児では 1990 年頃から減少傾向である。 
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図５ 男子の身長に対する脚長の割合の時代変化（6、12、15、17 歳） 

 

 以上、発育途上の日本人小児の身体は、身長、体重という合計値、これらから算出され

る BMI、身長や体重の増加時期、坐高や脚長の割合などに時代変化があり、発育変化の様

式にも時代変化があると考えられる。さらに、身体各部の発育は同時並行的に進んでいる

わけでなく、骨、筋など運動器ごとに発育様式に違いがあることも知られている。 

従って、発育期の身体活動やスポーツの最適時期を決めたり、発育期特有のスポーツ外

傷・障害の発生要因を考えたりするためには、現代の日本人小児の発育様式をより詳細に

明らかにする必要がある。 

 

参考文献 

1) 文 部 科 学 省 ： 学 校 保 健 統 計 調 査 . 年 次 統 計 , 

(http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?bid=000001014499&cycode=0), 2017 年 9 月

14 日参照. 

http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?bid=000001014499&cycode=0
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３．DXA 法の計測メカニズムとその活用 

 

 DXA（Dual X-ray Absorptiometry）法は、2 種類の（dual）波長の異なる X 線（X-ray）

を身体に照射した際に、身体組織に吸収される X 線のエネルギー量の違いから身体組織の

成分の量を計算する（absorptiometry）身体組成測定法である。この方法で算出される身

体組織の成分は、骨組織、脂肪組織、除脂肪・除骨組織の 3 種類であり、３コンパートメ

ントモデルと呼ばれる。従って、身体組織重量（＝体重）を骨重量、脂肪重量とそれら以

外の重量に分けて算出することになる。現状では身体組成測定法として最も精度が高く、

golden standard と考えられている。 

 最近の DXA 装置では、全身スキャンが３～4 分で行われ、その際の被曝量はわずかで

あり、胸部 X 線撮影よりもはるかに少量とされている。実際、小児で本研究と同様の全身

スキャンを行った際の有効線量は 5 歳児、10 歳児で 0.19µSv, 0.15µSv と報告されており、 

発癌リスクは無視できるものとしている１）。 

 日本国内ではHologic社のQDRシリーズとGE社のLunarシリーズが稼働している。解析

の方法などに多少の違いはあるものの、測定メカニズムは同じである。両者の機器の精度

の時間変化を検討した2007年の報告ではQDRシリーズは4年間に変化はなく、一方Lunar

シリーズでは骨密度値が有意に変化したとしている２）。従って、この時点ではQDRシリ

ーズがより安定した精度で測定できると言える。 

 運動器の組織のうちで、骨量や骨密度についてDXA法では正確に算出することができ、

また体脂肪率に関しても正確な評価が可能である。筋・腱組織はthree compartment model

では除脂肪・除骨組織(以下、除脂肪組織)に含まれ、体幹では胸部や腹部内臓もその中に

含まれることになる。そのため、体幹の筋・腱組織の重量を算出することは不可能である。

一方、四肢では筋・腱以外の除脂肪組織が少ない（皮膚、血管、神経など）ため、除脂肪

組織重量が筋・腱重量に近接した数値となる。これを利用して、サルコペニアの評価基準

にDXA法測定による四肢除脂肪量値が用いられている３）。 
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 なお、頭部、上肢、体幹、下肢の分割は現在の多くの機種で自動的に行われるが、測定

時の姿勢・肢位による再現性を考慮して、骨格指標をもとに手動で分割することもできる。 

 著者らは身体全体を頭頚部、上肢、体幹、下肢の 4 部位に分割して、部位ごとの発育を

検討してきた４）。頭頚部は両肩峰と第１肋骨を結ぶ線より頭側と、上肢は腋窩と肩関節裂

隙を結ぶ線より外方と、下肢は坐骨と大転子を結ぶ接線より遠位部と定義した(図 3.1, 3.2)。

さらに、subresion機能を用いて、任意の関心領域（例えば上肢のうちで上腕、前腕など）

を設定することも可能であり、関心領域設定の再現性は妥当であると報告されている５）。 

 DXA 法による測定で得られた画像上で骨長や骨幅、あるいは骨盤形態や肩幅のような長

育や幅育の数値化も可能である。長さを検討する手法は 1990 年頃より大腿骨頚部の力学

的指標の算出のため行われ始めた。他の骨に関しては Sievanen らが 1994 年に上腕骨や大

腿骨の長さと幅について報告したのが最初である。また、Chinappen らは DXA 像からの

骨長測定の方法について、ピクセル数から算出する方法とメジャーを当てて縮尺から算出

する方法を比較検討し、いずれも相関が高く再現性良好と報告した。 

Abrahamyan DOらはDXA画像から身長や四肢分節長を算出する精度について検討し、精

度も再現性も良好であることを報告している６）。また、Volgyi E ら.は四肢の主要な骨の

長さや肩幅、骨盤幅をDXA上で数値化し、思春期女児の 7 年間にわたる縦断変化を報告し

ている７）。 
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図 3.1 DXA 装置による全身モードでの測定画像と身体部位分割 

 

図 3.2 全身モードでの測定結果 
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４．日本人健康小児の身体発育様式－骨量、骨密度、除脂肪量、体脂肪率などの標準値の

作成 

 

（１） 身長、体重と骨量、脂肪量、除脂肪・除骨量の発育変化 

１）対象と方法 

早稲田大学所沢キャンパス近隣の幼稚園、小・中学校に通う健康な小児を対象とし、

測定時に月齢で 180 か月以下であり、身体発育の影響を与えるような傷病の既往なく、

スポーツ活動については学校の部活動までの範囲の男女児を分析対象とした。対象人数

は男児 512 名、女児 233 名であった。年齢は、男児で 4 歳から 15 歳、女児で 5 歳から

14 歳であった。 

発育様式を記述するため、年齢を月齢で表示し、月齢と各測定値との関連を回帰分析

により検討した。 

２）体格発育 

 月齢と身長、体重との関係を図 4.1 に示す。いずれも、12 歳頃までは性差がなく、その

後男児が女児より高い値になる。 

 

 図 4.1 月齢と身長、体重との関係 

 

 月齢と除脂肪・除骨量、全身骨量との関係を図 4.2 に示す。どちらも体重と同様に 12
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歳頃まで性差がなく、その後男児が高い値となっている。 

 

 図 4.2 月齢と除脂肪・除骨量、全身骨量との関係 

 

 月齢と脂肪量、体重に占める脂肪量の割合である体脂肪率との関係を図 4.3 に示す。他

の測定値に比べ、個人差が大きくなっているが、全体として女児が男児より高い値を示す。 

 
 図 4.3 月齢と脂肪量、体脂肪率との関係 

 

３）骨発育の標準値の作成 

 全身骨密度の発育様式を明らかにするため、月齢との関係を図示した。図 4.4 のように、

年少時はわずかに女児の方が低い値であるが、発育スパートによる立ち上がりが女児では

125 ヶ月頃にあり、その後女児がわずかに高い値となる。男児の立ち上がりは 140 ヶ月頃

であり、女児よりも遅れる。男女差については、年齢群別で比較した場合に、６～９歳群

では有意に男児が高く、その後 11歳群では女児で有意に高い以外は有意差がない（表 4.1）。 
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図 4.4 月齢と全身骨密度との関係 

 

表 4.1 年齢群ごとの全身骨密度と性差 

 

 男児（g/cm2） 女児（g/cm2） 性差 

6 歳群 0.672±0.039 0.639±0.034 男児＞女児 

7 歳群 0.683±0.029 0.665±0.034 男児＞女児 

8 歳群 0.716±0.041 0.680±0.037 男児＞女児 

9 歳群 0.734±0.037 0.707±0.038 男児＞女児 

10 歳群 0.747±0.047 0.733±0.049 差なし 

11 歳群 0.768±0.045 0.805±0.085 男児＜女児 

12 歳群 0.860±0.077 0.875±0.086 差なし 

13 歳群 0.936±0.076 0.960±0.066 差なし 

14 歳群 1.004±0.083 1.026±0.059 差なし 
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４）筋量の発育変化 

 高齢者ではサルコペニアの指数として、四肢除脂肪量を身長の二乗で除したSkeletal 

Muscle Index (以下SMI)が用いられている１）。発育途上の小児ではBMIを肥満ややせの指

標に用いることが適切でないと考えられているため、SMIを適用することも適切でない可

能性が高い。 

 そこで、本研究の対象において、SMIを算出し、月齢との関連性を検討した。図 4.5 に

示すように、男女とも明らかな発育変化を示し、年齢によって標準値やサルコペニアと判

定すべきカットオフ値が変化する可能性が示唆された２）。 

 

 

図 4.5 SMI と月齢との関係 

 

（２）身体各部の発育変化 

 DXA法では全身スキャンで得られた測定値を、任意の身体部位に分割して部位ごとの重

量値を求めることができる。著者らは身体全体を頭頚部、上肢、体幹、下肢の 4 部位に分

割して、部位ごとの発育を検討してきた３）。頭頚部は両肩峰と第１肋骨を結ぶ線より頭側

と、上肢は腋窩と肩関節裂隙を結ぶ線より外方と、下肢は坐骨と大転子を結ぶ接線より遠

位部と定義した（図 4.6）。 



17 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.6 DXA 法による身体部位の分割方法 

 この分割に基づき、４部位の重量が体重に占める割合（%）と月齢との関係を図 4.7 に

示した。頭頚部重量割合は月齢と有意な負の相関を示し、年長になるほど減少した。一方、

下肢重量割合と体幹重量割合は月齢と有意な正の相関を示し、年長になるほど増大した。

上肢重量割合は男児のみ月齢と有意な正の相関を示し、年長になるほど増大したが、変化

量は小さかった。 

 
図 4.7 身体各部の重量が体重に占める割合と月齢との関係 
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 同様に、骨量について４部位の骨量が全身骨量に占める割合と月齢との関係を図示した。

図 4.8 のように、頭頚部骨量割合は月齢と有意な負の相関を、他の３部位の骨量割合は月

齢と有意な正の相関を示した４）。 

 
図 4.8 身体各部の骨量が全身骨量に占める割合と月齢との関係 

 

考察 

 これまで、日本人の健康小児の身体成分量や体脂肪率、および部位ごとの骨量割合に関

する標準値は示されていなかった。内分泌疾患やステロイド治療を要する疾患では、本来

なら骨量獲得が活発におこる発育期に十分な骨量を形成できない危険性があり、その際に

年齢や性別に対する標準値があれば治療の必要性、治療効果の確認が可能となる。 

 一方、スポーツ活動は骨量や筋量を増加させることが期待されるが、実際に標準値と比

較することでスポーツ活動の効果を示すことができる。学校での身体計測では身長、体重

をもとに肥満ややせの評価が行われるが、活発なスポーツ活動に参加する者では性別・年

齢別標準体重による評価が誤った評価となる危険性がある。この点については別の章で述

べる。また、スポーツ活動の効果は年齢や発育段階により異なる可能性があり、運動器発

育の観点での最適時期を見出すことができるだろう。 

 これまで、日本人の小児を対象にDXAを用いて骨量や骨密度、身体組成を測定し、発育

変化を論じた研究は西山ら(1999)の報告５）に留まる。この報告では、小学生から高校生ま
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での男女 211 名を対象に横断的に発育変化を論じており、部位別の検討も行っているが、

対象数が少ない。 

 本研究では、関東地区に在住する健康小児であるという限界はあるが、特別なスポーツ

の影響を受けていない小児の身体発育の標準値を示すことができた。この結果によると、

12 歳ごろまでは除脂肪量や骨量に性差は見られず、その後男子の増加が活発になる。一方、

脂肪量や体脂肪率は幼少期から女子の方が高値を示し、その差や 12 歳以降大きくなる傾

向が見られた。全身骨密度は本研究の年代ではほぼ性差がなく、中学生以降の年代で男子

が女子を上回ることになると推測される。 

 身体各部の重量割合はプロポーションの目安として算出した。著者らは既に頭頚部重量

が体重に占める割合が発育と共に有意に減少することを報告６）し、発育に伴う変化が著明

に見られることを示した。Baileyら.は身体各部の骨量が全身骨量に占める割合をカナダ人

小児で算出しており７）、本研究で示した結果はカナダ人小児の結果とほぼ同様であった。

身長に対する坐高や脚長の割合が発育に伴って変化することも知られているが、本研究で

はDXA計測値に基づいた検討として、重量の割合を用いた。なお、著者らは上肢、下肢の

筋量の比率が発育に伴って変化することを既に報告している８）。 

 DXAを用いることで、身長、骨量、筋量（除脂肪量）の発育時期の順序を明らかにする

ことができ、著者らは年 2 回の継続的な測定を 3 年間行った中学生男子サッカー選手を対

象に検討し、カナダ人でRauchらが報告した結果９）と同様に、身長、除脂肪量、骨量の順

に最大増加時期が訪れることを示している10）。この結果から、日本人でも運動器の発育順

序（骨長→筋量→骨量）は保たれているということが確認できた。 
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５．日本人健康男児の上肢発育様式の検討 

緒言：骨長・分節長計測の方法 

 DXA法装置を用いてwhole body modeで測定を行うと、全身の身体形態に関する情報を

得ることができる。このmodeでは縦 1.3 ㎝、横 0.204cmの直角形のピクセルごとに、その

中に含まれる身体成分量を算出している（図 5.1）。ピクセルの４つの頂点を移動させるこ

とによって、任意の関心領域に含まれる身体成分量を算出することができる。また、ピク

セルの頂点の座標から画面上の 2 点間の長さを算出できる。例えば、A点の座標 (XA, YA)、

B点の座標 (XB, YB)に対して、線分ABの長さは、 [1.3×(YB‐YA)]２ ＋ [0.204×

(XB-XA)]２ の平方根となる。 

    

図 5.1 上肢関心領域（上腕、前腕、手）と最小ピクセル 

 

 このようにして、上腕長、前腕長、手部長（手関節裂隙中央～中指先端）、大腿長、下腿

長を計算することが可能である。ただし、横方向のピクセル幅に対して縦方向のピクセル

幅が 1.3 ㎝と大きく、その影響を受けやすいと考えられる。測定台の長軸に平行な分節長

では最大 1.3 ㎝の誤差となる。さらに、√(Y＋ΔY)２＋(X+ΔX)２＝√(X２＋Y２)＋２(XΔX

＋YΔY)＋(ΔX2＋ΔY2) となり、最終項は微小値であり、ΔXは 0.204 と小さいためXΔX

も微小値と見なし、√(X２＋Y２)＋２YΔYと近似できる。√A＋√B ≧√（A+B）より、

理論上の最大誤差は√2.6Yとなる。Yが 20 ㎝の場合、この値は 5.1cmとなり、容認できな
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い誤差と考える。そのため、本研究では縦方向の座標についてはメジャーを用いて計測す

ることとした（図 5.2）。 

 

図 5.2 ピクセル法とメジャー法の組み合わせによる長さ計測 

 実際に、過去 2 年間に 10 回の全身計測を行った成人 1 名の右上腕（体表面上での長さ

30.0 ㎝）に対して、上記の方法により測定方法の妥当性を検討した。平均 30.2±0.57cm、

最小値 29.5 ㎝、最大値 31.0 ㎝、変動係数 1.9%であった。 

 

対象と方法 

 4 章で用いた対象のうち、3 回以上の DXA 測定を実施した中学校３年生までの男子を対

象とした。測定中の体動や肢位不良などを除き、15 名ののべ 74 回の DXA 像を分析対象

とした。 

 各画像上で、上腕長は上腕骨頭近位端から肘関節裂隙まで、前腕長は肘関節裂隙から遠

位橈尺関節遠位端まで、手長は遠位橈尺関節遠位端から中指先端までとした。 

 次に、上肢の３つの分節（上腕、前腕、手部）を関心領域として図１のように四角形で

囲み、そこに含まれる身体成分量を算出した。 
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 最後に、投球などの肩関節を中心に行うスポーツの動作を想定し、肩関節を回転中心と

した慣性値を各分節の中心（上腕ではABの中点）の座標と分節重量から概算することを試

みた。即ち、回転中心からの距離の二乗とその距離に存在する重量との比の積分値、Σ(分

節中心までの距離)２×分節重量で算出した。 

 対象の測定時の年齢を月齢として求め、月齢と各測定値との関連性を検討した。さらに

増加速度については、引き続く 2 回の測定値の差を 2 回の間隔より年間増加量に換算し、

増加速度（㎝/y）とした。 

 発育様式を記述するために、月齢に対する分節長など測定値との関連を回帰分析により

検討した。その際、局所重みづけ回帰平滑法（Lowess）を用い、極大となる時期を求めた。 

結果 

 各分節長は図 5.3 のようになり、月齢とともに増大するが、手部長は 150 ヶ月頃から、

前腕長は 160 ヶ月頃から増加が停止している。 

 次に、年間増加速度と月齢との関係を検討した。なお、この時の月齢は２回の測定時期

の中間の月齢とした。上腕では 147 ヶ月、前腕で 143 ヶ月、手部では 134 ヶ月となり、

末梢が早い時期となっていた（図 5.4）。 

 
図 5.3 月齢と上肢の分節長との関係 
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図 5.4 月齢と分節長増加速度との関係 

 

 次に、上肢の３つの分節重量の発育変化を検討するため、月齢と分節重量との関係を図

5.5 に示した。分節長の発育変化と同様の変化を示していた。 

 
図 5.5 月齢と上肢の分節重量との関係 
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 スポーツにおける上肢の動作を考えると、肩関節を中心に上肢を回転させる際の慣性モ

ーメントは回転中心からの距離の二乗とその距離に存在する重量との比の積分値で求めら

れる。極めて簡略化して、各分節の重量と分節の中心までの距離により上肢の 3 分節の慣

性値を合計すると図 5.6 のようになり、125 ヶ月頃より急速に増大する。前述と同様の方

法で月齢と慣性値の増加速度との関係を図 5.7 に示す。増加速度の極大値は 146 ヶ月（12

歳過ぎ）となった。 

 

図 5.6 月齢と上肢慣性値との関係    図 5.7 月齢と上肢慣性値増加速度との関係 

 

考察 

 Cameron ら (1982)は、96 名のイギリス人の発育期（11～18 歳）男女の身体実測値を

もとに、坐高、脚長や四肢分節の発育様式を検討し、四肢では最大増加速度を示す時期が

末梢で早いことを示した１）。一方、身体プロポーションは人種や居住高度によっても違い

が見られることも報告されており、さらに時代変化も見られる。Pomeroyら (2013)はアン

デスの高地に居住する民族の 6～14 歳児 165 名を対象に身体計測を行い、末梢分節長に酸

素分圧と関連した差があることを報告した２）。文部科学省の学校保健統計の身体計測値を

観察すると、身長に対する坐高の比率に時代変化が見られ、坐高の計測が行われた最も古

い昭和 24 年に比べて徐々に比率は減少し、その後平成年間は漸増している。 

 このような事実を考慮すると、四肢発育様式はこれまで報告されている欧米人３）と日本
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人で同様であるという保証はなく、また過去に日本人の四肢発育様式に関する詳細な検討

がないことより、欧米人を対象とした先行研究の結果を当てはめるよりも実際に現代の小

児で検討すべきと考えた。 

 本研究は身体にキャリパーやメジャーを当てての実測値ではなく、DXAの全身画像より

算出した数値を扱っているが、X線像を用いた骨長発育の研究と同様の考えである。その

利点は肩のような周囲を筋で被覆された関節内にある上腕骨の近位端の位置は皮膚上から

同定することは困難であるのに対して、骨格映像では近位端の位置が容易に同定できるこ

とである。課題として、縦横の測定単位（ピクセル）の違いがあり、また特に縦方向が 1.3

㎝のため、長さの誤差が大きくなってしまうことである。この点を考慮してDXA像上で長

さを実測し、縦横の縮尺を換算することで長さを求める方法はやや誤差を小さくできてい

る可能性がある４,５）。 

 本研究の結果、現代の日本人男児の手部最大発育速度の時期は 134 ヶ月（11.2 歳）とな

り、Cameron らの 13.49 歳より 2 年以上早期となった。同様に、前腕 11.9 歳、上腕 12.25

歳も 14.16 歳、13.98 歳より早期であるが、手部と前腕や上腕との時間差は類似していた。 

 上肢の各分節の重量と分節中心座標から概算した肩関節を回転中心とする慣性値は 125

ヶ月頃（10.4 歳）より増加が大きくなり、最大増加速度の時期は 146 ヶ月（12.2 歳）と

なった。現在、野球肘で後遺症を残すリスクの高い外側型の好発年齢は松浦ら６）によれば

11 歳頃とされており、本研究の慣性値の増加が大きくなる時期に近い。 

 また、小学生など若年野球選手の投球動作では肘が下がったり、肘の屈曲が不足したり

していることが指摘されている７,８,９）が、末梢の発育が先行し、より重量が増加している

末梢分節を発育が遅れる中枢分節の筋により支持することが難しいのでは、と考えると、

発育途上の選手に年長選手の動作を要求することに無理がある可能性がある。また、球技

では手で球を保持したり投げたりするため、重い球はより大きな慣性値となって肩や肘に

負荷を加える。その点で、発育を考慮して年少者には軽い球で競技を行えるようにするこ

とが望ましい。 
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６．日本人男児の下肢発育様式の検討 

 

対象と方法 

 現代の日本人小児の発育様式を検討することを目的に、前章の上肢の発育様式の検討と

同じ男児を用いて、下肢の発育様式の検討を行った。 

 なお、DXA の全身測定では仰臥位で四肢を伸張した肢位を取らせるが、肘関節や手関節

がほぼ伸展した関節角度になるのに対して、下肢では股関節、膝関節は伸展肢位になるも

のの足関節では最大底屈可動域をとっても不可能である。また、下腿・足関節部の X 線撮

影時の基本として 20 度内旋位をとらせるため足部の分節長の算出は不可能と考え、大腿

骨頭近位端から大腿骨顆間窩の長さを大腿長、大腿骨顆間窩から距腿関節裂隙中心までを

下腿長とした。分節重量の算出における関心領域は、大腿分節についての近位端は既に報

告している下肢分節の境界線、遠位端は膝関節裂隙までとし、下腿分節については膝関節

裂隙から距腿関節裂隙までを矩形で囲んだものとした。さらに距腿関節裂隙より末梢の部

分を足部分節として重量を算出した（図 6.1）。 

 発育様式に関する検討方法は前章と同様であり、月齢と測定値との関係を回帰分析によ

り検討した。下肢のスポーツ動作では股関節を中心とした回転だけでなく、膝を中心とし

た回転動作（屈曲・伸展）も多用される。発育期のスポーツ障害として頻発する Osgood

病は膝を中心とした回転動作が影響している可能性があり、この点に関する検討をするた

め、膝関節より末梢の重量に対して下腿の中点までの長さの二乗を乗じて膝関節に対する

慣性値とし、大腿部重量で除した比を観察した。 

 



29 
 

 

図 6.1 下肢分節長の計測点、分節重量の関心領域 

 

結果 

 大腿長、下腿長は図 6.2 のような月齢との関係を示した。同様に、大腿、下腿、足部の

3 つの分節重量は図 6.3 のような月齢との関係を示した。また、大腿長や下腿長の増加量

が最大となる時期は図 6.4 のようになり、Lowess の曲線の極大点は大腿で 140 ヶ月、下

腿で 113 ヶ月となった。 

 

 
図 6.2 大腿長、下腿長と月齢との関係    図 6.3 下肢分節重量と月齢との関係 
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図 6.4 大腿長・下腿長増加速度と月齢との関係 

 

 次に、膝関節慣性値を大腿重量で除した比と月齢との関係は図 6.5 に示すように、

Lowess による回帰で 140 ヶ月を過ぎて増加が著明になっていた。即ち、12 歳前後より大

腿重量の増加を相対的に上回る膝関節慣性値の増加が見られることとなる。 

 
図 6.5 膝関節慣性値と大腿重量との比と月齢との関係 

 

考察 

 村田らは中学生サッカー選手のDXA測定や膝筋力値を用いて、下肢の分節重量や骨長の

発育変化を検討し、膝より末梢の重量発育に対して中枢側の大腿部の筋量や筋力の発育が



31 
 

遅れることを示し、このような時期のずれがOsgood病のようなスポーツ障害を生む可能性

を論じた１）。また戸島らもOsgood病の発症に下肢の骨長増加量が関係することを同様な

中学生サッカー選手で示した２）。これらの報告は 1 年に 2 回の継続的な測定を行っている

中学生サッカー選手を対象にして行われたものであり、定期的にサッカーのトレーニング

を行っているという集団のため、日本人の小児の標準的な変化を示しているかどうか疑問

が残った。本研究の対象は学校での部活動を越えるような競技スポーツの経験のない小・

中学生男子に限定している。ほぼ 1 年間に 1 回の計測を継続的に 3 回以上行えた 15 名を

対象としているため検討できた計測値が少ないのが問題点である。 

 Cameron E et al.は下腿長や足部長の発育変化を身体での直接計測により検討し、最大

発育速度の時期は下腿長で 14.13 歳、足部長で 13.81 歳と報告している３）。しかし、大腿

長についての記載はなかった。 

 本研究における大腿長や下腿長および重量の発育変化は、Cameron E et al.の報告に比

べて早期になっていた。継続的に測定が行えた対象のうち、中学生以上の測定値が多くな

いため、より中枢側の分節の発育を論じるには資料が少なかった可能性が考えられる。上

肢発育と下肢発育のタイミングに関して、Rauch F et al. は骨量、除脂肪量とも上肢が下

肢よりも 0.2～0.3 年遅いことを示している４）。本研究でも、３に示した上肢の各分節長

の最大増加時期（上腕 147 ヶ月、前腕 143 ヶ月、手部 134 ヶ月）に比べて先行していた。 

 足部の肢位の限界から、足部の分節長や位置を正確に示すことができなかったため、膝

伸展機構への負荷を表現する数値として膝関節より末梢の重量が下腿中点に存在するとみ

なして慣性値を求め、大腿重量との比がどのような発育変化を示すかを観察した。その結

果、140 ヶ月付近で増加が著しくなっており、Osgood 病が 12 歳ごろより多発することと

矛盾がないと考えられた。なお、大腿四頭筋の筋量と慣性値との比を算出することが膝伸

展機構への相対的な負荷を示すことになるが、DXA では大腿の前面（四頭筋）と後面（ハ

ムストリング）とが重なった状態で平面に投影されるため、両者を分けて重量を算出する

ことができない。そのため大腿重量で除することで代用した。これについても好発年齢以
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降の対象が多くないため、今後さらにこの年代の対象数を増やして検討する必要がある。 

 

参考文献 

1) 村田祐樹、鳥居俊、飯田悠佳子、野間健佑、飯塚哲司：中学生サッカー選手における下

肢の発育発達変化－各部位の発育発達変化の違いに着目して. 発育発達研究 57:10-19, 

2012. 

2) 戸島美智生、鳥居俊：Osgood-Schlatter 病発症に下肢の骨長増加量が関係する. 発育発

達研究 50:1-7, 2011. 

3) Cameron N, Tanner JM, Whitehouse RH: A longitudinal analysis of the growth of 

limb segments in adolescence. Ann Hum Biol 9:211-220, 1982. 

4) Rauch F, Bailey DA, Baxter-Jones A, Mirwald R, Faulkner R: The ‘muscle-bone unit’ 

during the pubertal growth spurt. Bone 34:771-775, 2004. 



33 
 

７．日本人女児の四肢発育様式 

 

 男児の発育に比べて、女児の発育は身長・体重とも 2 年程度早いことが文部科学省の学

校保健統計調査の数値から推測できる。四肢の発育についても、女児で早いと推測される

が、分節の順序などについては男児と同様であるか、欧米人と同様であるか、確かめる必

要がある。 

対象と方法 

4 章で用いた対象のうち、3 回以上反復して DXA 測定を行った 15 名の女児、のべ 65

回分の測定値を用いて、男児と同様に四肢分節の発育様式の検討を行った。 

なお、女児での骨長の測定には既に述べた男児と同様に横軸の長さについてはピクセル

法で、縦軸の長さについてはメジャーによる測定より算出した。詳細は男児を検討した 6

章に記したとおりである。 

 

結果 

 上肢の分節長と月齢との関係を図 7.1 に示す。 

 

図 7.1 上肢の各分節長と月齢との関係 
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 次に、各対象の引き続く 2 回の測定での骨長変化量を測定間隔（月）で除し、12 を乗ず

ることで年間増加量に換算、これを増加速度として、月齢との関係を検討した。図 7.2 の

ように、各々の骨長の増加速度の回帰直線（LOWESS）は 120 ヶ月～130 か月付近に極大

点を持つ曲線で示された。同様に 3 次式回帰によっても上腕と前腕ではほぼ同様の曲線が

得られ、いずれも危険率５％未満の有意な 3 次曲線回帰となった（図 7.3）。しかし、手指

については有意な回帰曲線が得られなかった。 

同様に、大腿骨長、下腿骨長と月齢との関係を検討し（図 7.4）、さらにそれらの増加速

度を算出し、3 次回帰曲線を作成すると、いずれも有意な曲線回帰となり、大腿骨長のピ

ークが下腿骨長のピークより遅い時期となった（図 7.5）。 

 
図 7.2 上肢の各分節長の増加速度と月齢との関係（LOWESS） 

 

図 7.3 上肢の各分節長の増加速度と月齢との関係（3 次曲線回帰） 
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図 7.4 下肢の分節長と月齢との関係 図 7.5 下肢の分節長の増加速度と月齢との関係 

 

考察 

 男児と同様に女児を対象に、骨長増加速度を算出してその順序を検討したが、女児に対

してはより精度の高くなるように縦軸をピクセル法でなくメジャーでの測定による数値を

用いた。図 7.3，7.5 に示すように、統計学的に有意な 3 次曲線回帰が得られ、増加速度が

最大となる時期は上肢では前腕、上腕の順、下肢では下腿、大腿の順となり、末梢先行で

あることが確認できた。 

 Cameron らは直接の計測により男児に比べて女児の各分節の最大増加時期は 1 年から

1 年半早いことを報告している１）。Smith と BuschangはX線像より骨長を計測し、縦断

的な観察から性差や部位差を観察した。その結果、女児で発育のピークが早いこと、上肢

より下肢の発育のピークが早いことを報告している２）。 

 DXA 法による測定では、肢位をできるかぎり変わらないようにすることで各関節の角度

を同様にし、観察できる骨の位置や方向を一定化するようにしている。しかし、小児の場

合測定時間が短いとはいえ 3 分間完全に同一肢位を保てない場合があり、特に指先の関節

が測定終了までに軽度屈曲位になってしまう例が観察される。そのような場合、手指骨長

は短い値になってしまう。今回、手指の回帰が良好でなかった点にはこのような原因が考

えられる。 
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８．PHV 年齢に基づく四肢分節の発育様式の検討 

 

 前章までの検討では、男児・女児の暦年齢に基づいて四肢の各分節長の発育様式を検討

したが、より正確に発育順序を検討するには各児の PHV の時期を算出し、それに基づい

て各分節長の発育の時期を位置づけるのが良いと考えられる。 

 PHVの時期を算出する方法として、各児の身長履歴からウェーブレット補間法により近

似曲線を求めて算出する藤井らの方法１）、最終身長解析ソフトを用いて算出する方法２）な

どがある。本研究では、後者のAuxal 3.1 を用いて各児のPHVの月齢を求め、各分節の増

加量を検討することとした。 

 

対象と方法 

 ５～７章で用いた日本人健康小児の男女のデータを用い、各測定時期の月齢と身長を最

終身長解析ソフト Auxal 3.1（SSI 社）に入力し、PHV の年齢を算出した。これに 12 を

乗ずることで月齢にし、各測定時期が各児の PHV の月齢の前後の何ヶ月に当たるかを算

出した（PHV 月齢と表示）。 

 男児では、PHV の月齢が 142～170 ヶ月となり、観察できた分節長増加量の PHV 月齢

は-87～+35 ヶ月となった。女児では PHV の月齢が 115～143 ヶ月となり、観察できた分

節長増加量の PHV 月齢は-75～+52 ヶ月となった。男児で PHV の月齢以後のデータ数が

少ないため、女児のデータを用いて検討を行った。 

 PHV 月齢と分節長増加量との関係を 2 次あるいは 3 次曲線に回帰させ、より当てはま

りのよい回帰を選び、その極大値の時期を比較した。 

 

結果 

 上肢の分節長増加速度と PHV 月齢との関係を図 8.1 に示す。各回帰式の危険率は上腕

で 0.0276、前腕で 0.0110 と有意な回帰であったが、手指では 0.3602 となり、有意な回帰
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ではなかった。各曲線に対しての極大値は-24.6 ヶ月、-23.3 ヶ月、-8.7 ヶ月となった。 

 次に、下肢の分節長増加速度と PHV 月齢との関係を図 8.2 に示す。下肢では 2 次曲線

に回帰することで有意な関連性が得られ（大腿：p<0.0001、下腿：p=0.0010）、各曲線の

極大値は大腿で-25.8 ヶ月、下腿で-33.6 ヶ月となった。 

 

図 8.1 上肢の各分節長の増加速度と PHV 月齢との関係 

 
図 8.2 下肢の各分節長の増加速度と PHV 月齢との関係 
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考察 

 暦年齢よりも、発育の実態を表す PHV の時期との関係を基に女児で分節長の発育様式

を検討した。手指では有意な回帰曲線を得ることができなかったため、上肢では上腕と前

腕、下肢では大腿と下腿の発育時期の関係を比較したことになった。回帰曲線の極大値よ

り、前腕の発育は上腕に先行し、下腿の発育は大腿に先行していた。また、下肢の発育は

上肢に先行していた。極大値を最大増加時期とした場合、下腿長の最大増加時期は最大身

長増加の 2 年半ほど前になり、大腿長や前腕長の最大増加時期は約 2 年前、上腕長の最大

増加時期は約 9 か月前となる。 

 分節ごとの最大増加時期とPHVの時期との関係を検討したCameron らの報告３）では、

男子では手指、足、下腿、脚長、身長、上腕、坐高、前腕という順、女子では足、脚長、

手指、身長、前腕、下腿、坐高、上腕という順が示されている。SmithとBuschang４）は

男女とも上腕と前腕の最大増加時期の差は小さく、男児で 0.1 年、女児で 0.3 年としてお

り、これらは男女ともPHVの時期にほぼ一致すると述べている。一方、下肢について、

SmithとBuschangは男児では脛骨で 12.4 歳、大腿骨で 12.7 歳、女児では脛骨で 10.0 歳、

大腿骨で 10.7 歳とし、脛骨、大腿骨の順と記した。 

 Volgyi Eら５）は発育期の女児を 7 年間縦断的に観察し、初経発来時期に対して四肢の骨

の最大増加時期を算出した。初経時を 0 ヶ月とすると、PHVの時期は-13.5 ヶ月、大腿骨

は-20.7 ヶ月、脛骨は-17.5 ヶ月、上腕骨は-18.0 ヶ月、橈骨は-17.4 ヶ月としている。 

 Cameron らの報告から Volgyi らの報告まで約 30 年が経過しているが、対象は英国と

フィンランドといずれもヨーロッパである。一方、Smith と Buschang の対象は 1970 年

代の Denver での研究データを解析しており、最も古い。また、測定方法も体表面からの

計測から X 線像での計測までと異なっている。時代や人種が異なる報告を通じて、ヒトの

発育に普遍的な様式や法則が見出せることを期待したが、本研究も含めて完全に一致する

ことはなかった。不一致の原因が時代差か、人種差か、方法の差かは結論づけることがで

きない。 
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９．総合考察 

 

 本研究はDXA装置による全身計測値を用いて、日本人健康小児の体格や身体成分（骨、

筋、脂肪）、全身のみならず体幹・四肢など部位ごとの標準的な発育様式を明らかにするこ

とを目的とした。これまで、欧米人小児を対象にした発育変化に関する先行研究１,２,３,４）は

見られるものの、日本人小児を対象とした報告は少なく、さらに最近の小児を測定した報

告はほとんどない。体格や体型は時代変化があり、また地域や環境による違いもあること

から、現在の日本人小児を対象に測定する必要がある。標準的な発育様式が明らかになる

ことで、スポーツや身体活動が加わることによる発育への効果をより客観化し数値化する

ことが可能になると期待できる。 

 3 章で記したように、DXA法は比較的短時間に全身の身体情報を得ることが可能な測定

法であり、日本では発育研究に用いている研究者が少ないが、欧米では身体成分重量のみ

ならず骨長や骨幅なども含めて非常に多くの研究がすでに行われている５）。 

 日本では、学校での身体計測による体格データが 1900 年より蓄積され６）、世界大戦の

影響、戦後の栄養や衛生の向上など時代変化を見ることができる。しかし、これらの身体

計測値で知ることができるのはあくまでも全身の長育や体重であり、身体組成を知ること

はできない。文部科学省や学校保健会では肥満ややせの指標として、性別・年齢・身長別

標準体重を設定し、これより 20％以上の過体重の場合に肥満傾向としている。一般の健康

小児であれば、この方法で問題はないかもしれないが、トレーニングによって筋量が増加

している競技選手では誤った解釈を招くことになる。著者らは中学生で競技スポーツ参加

者と非参加者でBMIや性別・年齢・身長別標準体重より算出した肥満度とDXA法による体

脂肪率を検討し、競技スポーツ参加者で筋量が多い中学生では肥満に分類される危険性を

報告した７）。近年はbioelectrical impedance（BI）法による測定が簡便に行えるようにな

り、年齢や身長を入力すると体重の計測と並行して身体組成を算出できる装置が多い。BI

法装置は携帯でき、X線を用いないため使用する場所の制限もないため便利である。この
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方法では微弱な電流を通すことにより得られる電気抵抗値から筋量や脂肪量を算出する。

また、4 電極あるいは 8 点接触式のように、身体の多数の箇所間の電気抵抗値から、部位

ごとの身体組成を算出することも可能になっている。しかし、骨量や骨密度に関しては計

算によって求められた値にすぎず、X線吸収率から直接算出するDXA法とは異なる。 

 4 章では、DXA法によって日本人健康小児のさまざまな身体成分値の横断的な発育変化

を示した。比較すべき日本人を対象とした報告がほとんど存在しないため、本研究で得ら

れた値が日本人を代表する標準値となりうるかを論じることができない。日本人以外の人

種を対象とした海外の報告８,９,10）との比較では、身体各部の重量や骨量の割合の発育変化、

身体成分の発育変化の順序でほぼ同様の結果となっていた。 

 5～7 章では男児、女児で四肢の各分節の発育様式を検討した。その結果、長さ（分節長、

骨長）で末梢の発育が先行する様式は海外の報告11）と矛盾していなかった。先行研究では

四肢分節の長さのみを検討11）していたが、衣類や履物などの大きさを決める場合には重量

や体積のような指標が必要となる。本研究ではDXAにより算出される重量も検討すること

で動作に関連する力学的な視点での発育の指標として活用可能と考えられた。動作解析に

おいて現在用いられている数式はJensenのモデル12,13）に従っており、日本人では横井ら

が写真撮影した幼小児の映像より、身体各部の密度が等しいとして各部の比率や重心位置

を算出している14）。実際には身体各部の密度には部位差があり、個体差もあるためある程

度の誤差が避けられない。そこで、Durkinら 13）、WickeとDumas16）は写真映像に加えて

DXAによる測定値（重量値）を用いて慣性値を求め、体幹、四肢で報告している17）。今

後、身体各部の分節重量のみならず、分節の重心位置の推定にもDXAを用いることで、よ

り実態に近い値を得ることができると思われる。 

 次に、身体各部の発育がピークとなる時期の性差を 4～7 章の結果より検討してみる。

対象数が少なく、有意な回帰を示す曲線の形式が男女で異なるが、極大値は上腕で男児 147

ヶ月、女児で 126 ヶ月、前腕で各々143 ヶ月、122 ヶ月、手指で各々134 ヶ月、120 ヶ月、

大腿で各々140 ヶ月、118 ヶ月、下腿で各々113 ヶ月、108 ヶ月となった。部位により男
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女差に違いがあるが、下腿を除くと 14~21 か月の差があり女児が早く極大値を迎える、即

ち早く発育のピークを迎えているということができる。 

 以上より、身体各部の割合、いわゆるプロポーションや発育の順序、性差などは日本人

においても欧米人と大きく異なることはないと考えてよいだろう。ただし、最大増加速度

を示す時期は先行研究の検討時期が異なるため、人種差によるものか時代変化によるもの

か明らかではない。 

 日本人小児の身長増加が最大となる時期（PHV年齢）は近年早熟化している可能性を１

章で記した。Ali MA et al.は 1895 年から 1980 年までの出生コホートの身長変化からPHV

年齢の時代変化を検討し、第二次大戦後男女とも早熟化してきたことを示した18）。この報

告の最終コホートから既に 20 年以上経過した世代が本研究の対象である。また、文部科

学省の学校保健統計調査からすると、2000 年以降の体格変化が殆ど見られていないことか

ら、1990 年出生以後の年代は本研究の対象と変わりがないことが推測される。 

 日本人の平均寿命の延伸は続き、2017 年 9 月に 100 歳を迎える人口は 67824 人となっ

た。21 世紀生まれの人類では 100 歳以上の長寿を迎える割合が高くなることから、100

年時代の人生設計を考えるべきとの書籍19）があるが、医療・福祉経済的には運動器の健康

状態を 100 年間保つことが求められる。要支援の原因疾患を見ると、変形性関節症と骨粗

鬆症が最上位を占め、加齢による虚弱にサルコペニアが含まれる20）ことを考えると、運動

器の健康維持が危急の課題となる。 

 骨量は発育期に蓄えられるが、最大増加時期は最大身長増加年齢の後である。また、最

大増加時期を含む３年間に最大到達骨量（peak bone mass）の 3 割近くを獲得する9）。学

校保健統計調査における全国平均値の身長差が最大となるのは男子で 11 歳と 12 歳の間、

女子では 9 歳と 10 歳の間である。学年にすると男子は小学校 6 年生と中学校 1 年生の間、

女子では小学校 4 年生と 5 年生の間である。そうすると、骨量の最大増加時期は男子で中

学校 1 年生頃、女子では小学校 5 年生頃と推測される。この時期に十分な栄養摂取と身体

活動による力学的刺激がないと、骨量獲得が抑制される危険性がある。逆に、過度な持久
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性のトレーニングは骨量獲得に不利と考えられている。陸上競技の長距離走の女子選手で

初経発来以前より長距離走のトレーニングを開始すると腰椎骨密度が低くなるという関連

性が示され21）、長距離走のトレーニングにより女性ホルモンの増加や体重増加が抑制され

てしまった結果と推測される。実際、長距離走のエリートジュニア選手では男女とも明ら

かに低値の選手が見られ、疲労骨折など骨障害の発生が憂慮される。 

 健全な運動器の発育のために、本研究で得られた標準値に対して低値を示す小児に対し

ては何らかの働きかけが必要だと考えられる。ただし、本研究では対象の日常の身体活動

量や栄養摂取の調査を行っていないため、低値の原因を知ることはできない。また、どの

程度の値を低値とすべきかについては一定の見解がない。骨粗鬆症の診断では若年成人平

均値の 80％未満を骨量減少としている22）ので、標準値の-20％未満を目安とすることが考

えられる。実際に男子で全身骨量と月齢との関係を示すグラフで、変曲点を 150 ヶ月とし

てその前後の 2 本の回帰直線に対して 80％の値を示す線を引くと、図 9.1 のようになり、

40 名（7.7%）が 80%未満の値をとった。本研究では発育の早い遅いを考慮せず、暦年齢

で検討しているため、発育の遅い小児が低い値をとっている可能性も否定できない。また、

活発にスポーツを行っている集団では長距離走競技のように過度なトレーニングが健全な

発育を抑制しないように注意が必要である。 

 発育途上の身体形態は成人の身体を単に縮小した状態ではなく、身体各部の長さや重量

の比が異なっていることがDXAによる計測値からも示された。このことは、年長の選手や

成人で望ましいと考えられている動作やフォームを年少の子どもが行えない可能性を示唆

する。野球の投球動作では、年少の選手では肘が下がったり、肘が伸びたりしていること

が指摘される23）。これは相対的に上肢が重い、あるいは前腕や手が重い、ということが原

因である可能性がある。発育期のスポーツにおける障害予防を考える場合、単にオーバー

ユースのみならず身体形態に着目した予防策を立案することが必要である。 

 以上の視点より、DXA を用いて運動器を含めた全身的な発育状態をモニタリングするこ

とは極めて有用であり、特に高い運動負荷が加わるジュニア選手では必須と考えられる。 
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図 9.１ 男子の骨量減少(平均値の 80%未満)の目安 
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